
賃貸用建物の建設費に係る消費税の仕入税額控除の判定フローチャート!

賃貸用の建物を建設・取得
（令和2年10月1日以降）※１

住宅の貸付用の資産か?
（住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな
資産を除く。用途未確定の資産を含む。）

通常の仕入税額控除の計算
（通常の全額控除、個別対応方式、一括比例配

分方式の方法に従い処理）

建物の税抜価額（付属設備含む）が1000
万円以上か?

店舗部分と住宅部分を合理的な基準で区分
しているか?※２

住宅部分のみ控除不可
（店舗部分は通常の全額控除、個別対応方式、

一括比例配分方式の方法に従い処理）
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※１:令和2年3月31日までに締結した契約に基づく取得は、居住用賃貸建物の制限の対象外です。
※２:ここでいう「合理的な基準」とは、床面積の割合や建設原価の割合など、建物の構造・設備の実態に応

じた基準をいいます。
※３:「第3年度」は、各課税期間が1年で、決算期変更等がない場合を前提としています。

居住用賃貸建物に該当
（建物全体の消費税が仕入税額控除の対象外と
なる（消費税計算の方法、課税売上割合に関わ

らず税額控除不可））

税抜経理方式においては、「資産に係る
控除対象外消費税額等」として一定の方

法で損金算入処理していく
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第三年度の末日までに課税賃貸用
へ転用（末日まで保有）又は譲渡した
場合は、控除額を加算する調整あり。

住宅用である以上、
「非課税売上にのみ対
応する課税仕入」にな
ることが予想され、実
際に課税仕入を受けら
れる場面は限られる


